
自治体施策研究会成果報告 ・前篇

1.序 自治体施策研究会結成の趣旨

研究代表者 交 告 尚 史

20世 紀 も末の1999年 、地方分権一括法の成立 という大 きな変革が実現

した。21世 紀 においては、その制度変革の中身を実のあるもの とすること

が求め られている。すなわち、全国の自治体がそれぞれの地域的課題に対

処するため に知恵 を絞 り、創意工夫 を凝 らさなければならないのである。

環境保護や土地利用の分野であれば、その施策は地域の自然的 ・社会的 ・

経済的条件 を考慮 して行われるべ きものであるか ら、 自治体が独 自の施策

の考案に努めることはもとよ り当然である。 ところがそれに止 まらず、た

とえば男女共同参画社会の形成 とい うような一見普遍的 と映る課題であっ

て も、その制度化 に向けて一歩 を踏み出そ うとすると、やは りその地域独

特の障害があって、単 に先行 自治体の例 に倣 うだけでは事足 りないのが実

情のようである。

時代情況がこうであってみれば、 自治行政学科 とい う先駆的な学科 を擁

する本学法学部 としては、自治体の現場に学んでその成果を学問 と教育に

反映させるべ く努めることは当然の責務であろう。専門分野 こそ違え志を

一 にする教員は多 く
、 この度その うちの数名が相集 って研究会 を結成 し、

「自治体施策研究会」 と命名 した。有志の氏名 と各自が責任 を負 う分野は下

記の とお りである。全員本学法学部教員であ り、同時に本学法学研究所の

所員で もある。

交告尚史(研 究代表者 ・環境行政施策)
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阿部浩己(女 性行政施策)

安達和志(情 報公開施策)

石川正美(消 費者行政施策)

坂本宏志(自 治体職員施策)

橡川泰史(地 域産業支援施策)

矢口俊昭(子 ども行政施策)

ここであ らためて研究会の 目的を明確 にしておこう。それは、地方分権

と住民 自治の時代 における自治体の各種施策の総合的研究 を通 じて、地域

の問題 を地域で解決するために住民 と自治体が どのように協働すべ きかを

考察することである。 さらには、住民生活の実態 に即 した各種施策の総合

化 をも展望する。 これ らの目的を達成するために、われわれは国内 ・国外

の自治体 を訪問 して聞取 り調査や資料収集 を行 うとともに、自治体関係者

や関係団体の代表者を講師に招いて研究会を開催 した。

幸いわれわれの研究は、平成13年 度 と14年 度の2年 間に亘って神奈川大

学共同研究奨励金の交付 を受けることがで きた。この恩恵 に与 った者 とし

ては、当然その活動の成果を公表する義務があると考 える。 しか しなが ら、

成果のすべてを一挙 に収載すれば勢い不相応 に浩{な もの となることが懸

念 されるので、まずは研究代表者である交告の環境行政施策 に関す る報告

を前篇 として公表する次第である。

∬.環 境行政施策

交告 尚史

1.私 の問題意識

私 は、本学法学部では環境法の講義を担当 しているが、この分野での目

下の研究対象は自然保護である。 とりわけ自然的価値の調査 を行 うための

制度づ くりに関心がある。そ うした調査 を必要 とする制度 として環境管理
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計 画や環境 アセスメン トなどが念頭 に浮かぶが、いずれ も十分ではない。

環境 アセスメン トの実施 に際 しては、動植物な どの調査が相当綿密に行わ

れているように見えるが、如何せん開発事業 を契機 とする単発的な調査に

止 まる。本格的な自然保護のためには、十分な専門知識 をもち地域 に密着

した組織が1つ の独立 した活動 として恒常的に自然調査 を行 うのでなければ

ならない というのが私の持論である1。わが国はまだまだその段階に到達 し

ていないと私 自身は認識 しているが、その方向に向かって一歩で も進めた

取組みを している自治体があるのな ら、われわれはその意義 と課題 を学習

して将来の発展方向を探るべ きである。

この ような問題意識 をもって私は、岩手県紫波町、スウェーデンウプサ

ラ市お よびその周辺の 自治体、そ して函館市 と、この順 に訪問 した。紫波

町と函館 市では自然保護についてだけでなく、環境 問題全般 に亘って聞取

りを行 った。以下その成果のあ らましを報告 し、最後に私の問題意識 に即

して若干の総合的考察 を行 うことにしたい。

2.岩 手県紫波町での聞取 り調査

(1)調 査の動機

岩手県の紫波町では、平成13年6月15日 に紫波町循環型 まちづ くり条例

が公布 された。この条例 は、「100年 後の子 どもたちが豊かな心で紫波の 自

然 を享受で きるよう、そのために行動 し、その輪 を広げる」(前 文)た めの

礎 として制定 された。循環型 まちづ くりを進めるための基本的な考え方(3

条)や 環境 を守 る方法(7条)な どが定め られている(1条 参照) 。全篇

「です ・ます」調で書かれていて、体裁面でも異色の条例 と言える。

私 は、横浜市環境保全局の石川孝之氏からこの条例 について教示 を受け

た・石川氏はイアン ・マ クハーグの思想 に立脚す るエコロジカル.プ ラン

ニングに造詣が深 く・これを活用 した環境保全型の土地利用計画の導入を

推奨 している2。紫波町の循環型まちづ くり条例 も、この面での関心の広が

りから氏 の眼 に入 ったもの と思われる。私 もさっそ く条例金文 を入手 し、
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紫波町に連絡 を入れて面談の予約 を取 り付 けた。

面談 は、2002年7月22日 にNPO紫 波み らい研究所の事務局(紫 波町役

場に隣接)で 行われた。お相手をして下 さったのは、紫波町政策経営課の

循環政策推進監 ・細川敏幸氏 と循環政策推進監主査 ・藤滝学氏のお二人で

ある。以下、両氏のお話を要約 してお伝えする。

(2)紫 波町概観

紫波町は昭和30年4月1日 に9つ の村が合併 してで きた町である。人口

は現在およそ3万4000人 。里山の傍 を国道4号 線が南北に走る。オイルショ

ック後に宅地開発が盛ん となり、周辺人口が増加 した。新住民 と旧住民が

数にして相半ばするところまで きている。開発で生まれた20～30戸 の小 さ

なコミュニテ ィでは、若者が地域にな じんでいない きらいがある。社会の

高齢化はかな り進行 してお り、全体でみると19%ほ どであるが、高いとこ

ろでは30%ぐ らいにまで達する地域がある。

主要産業は林業であるが、町内に専業者は0軒 もな く、農業その他 との

兼業である。林業 は経営のスパ ンが長いので補助が難 しく、町の施設 など

に町材を使用することで支援 している一 私 自身JRの 紫波中央駅に降 り

立ったときにログハウス風の造 りの駅舎に興を覚えたが、これが まさに町

材利用の実践例 とい うことであった。

(3)紫 波町循環型まちづ くり条例制定の経緯

紫波町は、盛岡と花巻の中間に位置 してお り、宅地開発や産廃処理の事

業者か ら目をつけられやすい場所である。平成4年 に大規模な産廃中間処理

施設のプロジェク トが持 ち上がった。 これについては、知事 に書類 を上げ

るまでに町でス トップをかけた。事業者は二戸市の企業で、2、3年 前 に倒

産 した。その後ある宗教法人が墓地建設の動 きを見せ たが、それ も断念 さ

せた。現在 は、町がおよそ600haほ どのフルーツパークを経営 している。

作物は、 りんご、葡萄、桃、西洋梨 などである。
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この事件 のこともあって、平成5年 に、環境保全条例が成立 した。この

条例は、地域指定に基づ く立地規制 を目指す もので、町長 と事業者の協議

の仕組みを置いている。ただ し、地域指定はまだされていない。条例 によ

る財産権規制 とい うことで、慎重 になっている。その後、町民の間で、ポ

イ捨て禁止 を求める声が高 まった。平成8年 に請願がなされ、平成10年 に

は条例が成立 した。

折か ら町長が交代 したが、4代 目になる新町長は環境 と福祉 を旗印に掲

げ、紫波町の自然 を100年 後に伝えることを謳い文句 に した。 シンクタン

クとして日本環境財団のメンバーが紫波町に入っていたことも背景にある。

彼 らは自分たちの構想 を実現するための場 を求めていたところ、何かの機

会に彼 らの意向 と紫波町が結びついたようである。

(4)循 環型まちづ くり委員会

条例の12条 において、町長は、循環型まちづ くりについて調査 し研究す

るための組織 として、委員12人 以内で構成 される 「循環型まちづ くり委員

会」 を設けるもの とされている。 この委員会は、全 くの一般住民の集まり、

市民の知恵 を吸収する機関であ り、学識経験者が参画するのは計画づ くり

の ときぐらいのものである。

(5)紫 波み らい研究所

新町長の高唱になる新世紀未来宣言 を受けて、紫波み らい研究所が設立

された。現在NPO法 の認証を得 られたところである。これからこの組織 を

育てていかなければならない。子 どもが頼 りであ り、紫波町環境探i検隊な

どを企画 している。 自然調査 も行 うが、地域の古老の知恵 を子 どもたちに

伝 えることに意 を注 ぎたい。林業振興の観点から町民 に山の意義 を認識 さ

せ るのも研究所の役割である。
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(6)エ コサ ンセ ンター

エ コサ ン とい う表 現 は、economy,ecology,earthconsciousnessで 、 エ

コが3つ とい う こ とか ら来 てい る。条 例9条2項 で生 ゴ ミや家 畜 の糞尿 は堆

肥 に して農 地 に戻 す もの とされてお り、 この政策 を実施す るための施 設が

エ コサ ンセ ンターである。 その1号 槽 は臭 気 が 強 い ので 木造 に した。建造 に

使用 す る木材 は紫波 町産 ばか りで はないが、すべ て県材 であ る。完成 は今

年12月 を予 定 してい る。 目下 全 国か ら視 察が絶 えないが、視察団の関心 は

コンポス ト処理 した もの を何 に使 うか とい う ところにあ る。一・応堆肥 を全

て撒 いて もなお未撒 肥の畑 が残 るほ どだ と予測 してい るが、 はた して農家

が堆肥 を使 って くれるか どうかが問題 だ。農協 と協定 を結 んでい る ものの、

その実効性 には疑問 もある。

3.ス ウ ェー デ ン ウプサ ラ市 お よび その近傍 にお ける自然調 査の体験

(1)調 査 の動機

私 は1997年 の9月 か ら1年 間 、客 員 研 究 員 と して ス ウ ェーデ ンの ウプサ

ラ大学 に学 んだが、 その折 に北欧 で も指折 りの蝶 ・蛾 の専 門家であ るイ ン

ゲマル ・ブリュ ックル ン ド(lngemarFrycklund)氏 と知 己 に な った 。彼 は

す で に年 金 生活 に入 っていたが、 ウ ップラン ド財 団(Upplandsstiftelsen)の

契 約 調査 員 と して、 蝶 ・蛾 の野 外調査 に余 念がなか った。

ウップ ラン ド財団 とい うの は、1972年 に ウプサ ラ県 内 の 自治 体 が 資 金 を

出 し合 って設立 した 自然保護 の ための組織 で 、 自然 調査 の計 画 的 な実施 、

自然保 護区予定地 の先行取得 、子 どもたちの 自然体験教育 な どを業務 と し

ている。専属 メ ンバ ーはお よそ9人 で 、 そ れ ぞ れ森 林 、 昆 虫 な ど特定分 野

の研究者 であ るが、彼 らだけで業務 を担 うこ とはで きないので、多 数の専

門家 と契約 して共同プロジェク トを組 んでいる。

ブ リュ ックル ン ド氏 との交友 はその後 も続 いてお り、彼 が ウ ップ ラン ド

財 団に提 出 した報告 書 はたいてい送 って頂 いてい る。最 近その うちの一冊3

を読 ん で い て 、今 後 の 自然 保 護 活 動 の対象 として 「送 電線路 」(kraftled一
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ningsgata)が 重 要 で あ る とい う趣 旨 の記 述 が 目に止 まった。 どうや ら草原

生態系 の保 全の こ とが書 かれ てい る ら しく、そのテ ーマ 自体 は大 いに関心

を誘 うものであ った。 しか し、送電線路 なる ものの イメージが浮か ばない

ため に・記述 内容 を明確 に理解 す るこ とが で きず 、一度 その送 電線路 の現

物 を見 てみたい とい う欲 求が残 った。

幸 いその機 会 はす ぐに訪 れた。 ブリュ ックル ン ド氏か らお招 きを頂 いた

のであ る。2002年 の8月26日 か ら9日1日 の 日程 で ス ウ ェー デ ンに飛 び、

27日 と28日 の 両 日に亘 って氏 の調査 に随行 した。

(2)調 査 の 内容

ス ウ ェ ー デ ンは 、 国 土 は広 いが、 人口 は神奈 川県 と同程 度 の国 であ る。

首都 ス トックホル ムに近 い ウプサ ラ市 か らブ リュ ックル ン ド氏 の キ ャンピ

ングカーで北 に少 しばか り走 る と、 こん な ところで迷 えば携帯 電話 が ない

とどう しようもない とい よ うな森が広 が ってい る。 そんな森 の中 に 「送 電

線 路」 はあ った。発 電所 か ら人口密集地へ とひたす ら長 く送電線が走 って

い る。 その送電線 の下 を見 る と、そ こだけ樹 木が刈 り込 まれて草地 になっ

てお り・そ れがず っ とはるか彼方 まで続 いて いるのである。車 を降 りて草

地 を前 に した その瞬 間、私 は もう 「送電線路」 を しっか りと観念 す るこ と

がで きた。

二 人の昼 間の仕事 は、送電線路 を歩い て、ある小 さな蝶 の幼虫 を探 す こ

とであ った。 その蝶 はス ウェーデ ン語 で はエ ー レンプ リース ネー トフ ィア

リィル(Arenprisnatfiaril)と い うが 、 お そ ら く日本 の ヒ ョウモ ンモ ドキの仲

間であ ろ うと思 われ る。 そ こで、その色合 にちなんで この蝶 の こ とを仮 に

ベ ニ ヒ ョウモ ンモ ドキ と呼ぶ ことに しよ う。ベ ニ ヒ ョウモ ンモ ドキの学名

はEuphydryasauriniaと い い 、 手 元 にあ る フ ラ ンス語 の 古 い図鑑4に は
、

ヨー ロ ッパ で は か な り広 範 に分布 している とい う記述が見 られる
。 しか し、

今 日で は・草原生 態系 の消失 とともにこの蝶 の個体数 も減少 してい る よう

で、NATURA2000と してEUの 仕 組 み の 下 で保 護 され てい る。
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スウェーデンで も、農家が牛や馬 を飼 って採草地を管理 していた時代 に

は、ベニヒョウモンモ ドキは各地で普通に見 られる種であった らしい。 と

ころが、時代の流れで伝統的な農業形態が失われるにつれて、ベニヒョウ

モンモ ドキの生息地 も消失 していった。そ して、今や送電線の下、すなわ

ち送電線路 こそがこの蝶の最後の棲みかになって しまったのである。ベニ

ヒョウモンモ ドキの幼虫はエ ングスヴェッド(Angsvadd)と い う草を食する

が、 この植物名のうちのエ ング(ang)と い うのは、ス ウェーデンの伝統的

な採草地のことである。 とい うことは、つ まり昔の採草地ではこの植物 は

ごく普通 に見 られたということであろう。 しか し、現在ではそうはいかな

い。この植物には明るい陽射 しが必要で、周 りにち ょっと背の高い羊歯類

が生 えただけで も生育 を阻害 されるのである。

ブリュックルン ド氏 と私 は、果て しない送電線路 に適当に区切 りをつけ

て、そこごこに点在するエングスヴェッドの根元 を丁寧に観察 して歩いた。

そこに白い蜘蛛の巣のようなものが見つかれば、それはべニヒョウモ ンモ

ドキの幼虫の コロニーであ り、それがい くつあるかがわれわれの調査事項

なのである。二人は熱心 に観察を繰 り返 し、新たな生息地を発見す るとい

う成果を挙げることもで きた。

ブリュックルンド氏は、 この調査の結果をも踏まえて報告書 を書 き、そ

れをウップラン ド財団に提出するはずである。それはおそ らくウプサラ県

内にわずかに残るまとまった採草地(エ ング)の 調査 とも結びついて、草

原生態系の保全手法の提言へ とつながるもの と思われる。

4.函 館市役所での聞取 り調査

(1)調 査の動機

2002年9月30日 、安達和志、石川正美、坂本宏志 と私の4名 で、函館市

役所 を訪問 して聞取 り調査 を行 った。この度の調査 に当たっては・石川教

授 のゼ ミの卒業生である三浦祐一氏(函 館市議会事務局議事調査課)が い

ろいろと調整の労 を執 って下 さった。結果的に見て、氏の諒解が得 られた
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こ とが訪問先 を函館市役所 に決める要因になった とも言える。三浦氏の見

事な仲介のおかげで、われわれは各 自の関心分野 を所管する部署で心温 ま

る応対 を受けることがで きた。 ここで一同を代表 して三浦氏 に感謝の意 を

表 したい。

(2)函 館市景観条例

私の目下の主たる関心事 は自然環境の保全であるが、たまたまある地方

自治の情報誌で函館市のまちづ くりの特集記事5を読み、その内容 について

もっと深 く知 りたいと思 っていたので、 この機会にまちづ くりの担当部署

を訪ねてみることに した。聞取 りのお相手 をして下さったのは、都市建設

部都市デザイ ン課の松村由紀夫主査である。以下松村氏の説明の一部 をま

とめてお く。

函館市では、昭和63年 に函館市西部地区歴史的景観条例が施行されたが、

平成7年 にはそれが全市 を対象 とする函館市景観条例 となった。この条例の

目的は、函館市の都市景観 を形成するうえで特 に重要な地区を 「都市景観

形成地域」、「伝統的建造物群保存地区」 に指定 し、重点的に景観誘導 を図

ることである。「伝統的建造物群保存地区」 というのは文化財保護法上の制

度 であるから、この条例は、文化財保護法の施行 に関わる部分 と函館市独

自のまちづ くり政策に関わる部分が合体 したものとい うことになる。

都市景観形成地域では、市長が、都市景観の形成上重要な価値があると

認め られる建築物等 を、所有者の同意 を得て、景観形成指定建築物等 に指

定する。都市景観形成地域で建築行為等 をした り景観形成指定建築物等の

現状 を変更 した りするときは、事前の届出が必要となる。

都市景観形成地域内で建築行為等 を しようとす る者 は、その行為が景観

形成基準に適合す るように しなければならない。景観形成基準では、建築

物等 に関 して高 さが制限 されるだけでな く、外観の意匠および色彩 などが

周辺の景観と調和することも要求されている。ただ、「周辺の環境 との調和」

というのは、「高 さ」 と違って数値で表わされた基準ではないので、運用が
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難 しい。 もう少 し具体化 された基準 になっていないと条例 に基 く助言、指

導はや り難い というのが担当者の実感である。

都市景観形成地域外 において も、大規模な建築物の建築行為は届出制で

あ り、所定の誘導基準 に従 って景観誘導 を図ることになっている。誘導基

準のなかに入 っている照明の項 目は光公害の防止が狙いであるが、この 目

的のために具体的にいかなる対応が可能か目下思案中である。サーチライ

トが利用 されるケースが何件かあるが、それがはた して迷惑 になるのか、

実被害はあるのか、夜景 を壊 していると言 えるのか どうか判断が難 しい。

函館市環境基本条例 に夜景保全 の規定 を入れることが論議 された ときも、

都市建設部では、環境基本計画 に夜景保全の精神 を謳 う程度であれば差 し

支えないが、何 らかの規制を要求 されのは困ると考えていた。

(3)函 館市環境基本条例

続いて環境部環境保全課 に赴 き、冨樫洋課長 と藤田秀樹環境推進係長か

ら函館市環境基本条例 についてお話 を伺 った。両氏の説明の要諦 は以下の

とお りである。

①環境基本条例制定の経緯 函館市では公害に関 してはさしたる問題

はなかったが、国や他の自治体の動 きに合わせて平成9年8月 に庁内組織 を

設置 した。平成10年4月 には臨時プロジェク トチーム3名 が人事発令 され

た。

環境基本条例案の作成 に当たっては、庁内で協議会、幹事会 を通 して検

討 し、市民会議の討議 を求めた。市民会議 は、団体推薦の委員16名 、公募

委員14名 か ら成 る。函館市では公募委員は普通1割 程度であるが、この会

議 については関心度 を考慮 して約半分 とした。市民会議 には、素案を示 さ

ないで討議 してもらった。その成果 を専 門家委員等から成 る条例検討委員

会に付託 した。条例 を1年 で作れという至上命題の下、予算執行が可能にな

ったのが8月 とい う苦 しい状況であった。途中前市長が死亡 し選挙が実施

されたということもあって、平成11年9月 足掛け2年 で条例制定の運びと
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なった。

市民会議iにはさらに環境基本計画について検討 してもらい、平成11年11

月に提言 を受けた。結局平成12年3月 に至って計画決定 となった。計画の

柱 となる理念がちょうど12個 あったので、それをカレンダーに仕立てて一

般市民用の行動計画 とした。 これは12万 世帯分用意 した。事業者用の行動

計画 も3000部 作成 した。

②水循環 函館市はやは り海か らの恩恵が大 きいが、河川 も重視 して

いる。水質はかな り改善 されて きている。白地地域での乱開発 による河川

流の汚れを見て、自然にやさしい対応策の必要性が痛感 された。函館 の河

川の場合は、その地形のせいで、雨水が山か らす ぐに海へ流れ込むという

事情 を考慮 しなければならない。 また、透水性舗装 ということが言われて

いるが、これをすると冬場に凍って盛 り上がって しまうおそれがあ り、簡

単には採用で きない。雨水 を トイレの水に使 うことを検討 している。

③夜景の保全策 夜景の保全は省エネに反するのではないか とい う意

見 もあ り、この点 との兼ね合いを考慮に入れなければならない。眺望点 と

しての函館山の保全、大気保全、地形の変化への配慮が政策の柱 である。

「街路の明るさか ら面的な照明へ」 というスローガ ンの下にFFT(Fantasy

FlashTown)構 想 を立てた。

④ 自然保護 山全体が公園の函館山が保全 されているので、量的にか

なりの保護が行われていると言えば言える。 しか し、後背地の山について

は対策を講 じていない。幸い開発の手はあま り及んでおらず、亀田川など

の上流部 にまだ豊かな自然が残っている。ただ、それ を保護するのに必要

なデータがないのが大 きな悩みである。

函館市 には自然保護条例制定の動 きはまだないが、産廃処理施設につい

て立地 ・造成 ・構造 の基準を定める要綱 を作った。 この基準があるために、

施設を建設できる地域 は3か 所 に限局 される。つま りは立地誘導であるが、

その背景には自然保護の狙いがあった。要綱の基準に関 して業者は冷静な

態度 を見せているが、3地 域の住民は建設地がそこに特定 されるので激 しく
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反発 している。 しか し、 ともか くこの要綱はいずれは条例に格上げしたい。

なお、函館市で も近 く水道水源保全条例 を制定する予定である。

自然保護の分野 には本丸 となる部局が存在 しない。それで、条例化の担

当部局が決 まって も、資料作 りに必要な自然調査の実施部隊 として相応 し

い部局が見つからないのが実情である。ただ、地域の自然をよく知 る市井

の研究者はた くさんいるので、まずはインターネ ットで 自然環境 に関する

情報の共有化 を図 りたい。

5.総 合的考察

(1)自 然学習のあり方

紫波町の循環型 まちづ くり条例 をは じめて読んだとき、私がYY注 目し

たのは、7条(環 境 を守る方法)の(1)の 「町内の環境の変化 について常に

調査 を進めなが ら、さまざまな動植物 とともに生 きられるように、私たち

の生活を工夫 していきます」 という一文である。 この理念 を実現するため

にいったいどの ようなことが実践 されているのか。それを確認す ることが、

紫波町訪問の最大の目的であった。

実際にお話 を伺 ってみて分かったことは、目下 この方面での実働部隊で

ある紫波みらい研究所では、地元の古老の知恵を子 どもたちに伝えること

に力 を注いでいるとい うことである。私はこの試みを高 く評価 したい。人

間は、先祖代々自らの生活圏である地域のなかで、その 自然 と向 き合って

日々の暮 らしを営んで きた。その地で共に暮 らす花や鳥や虫には、図鑑 に

記載 された名前のほかに、その地域独特の名前が付けられていることがあ

る。そ ういう名前 を覚えることだけで もけっして無意味ではない。そ うし

た地方名に親 しむことによって、地域の 自然 というものをしっか りと観念

することができるか らである。さらには、外来種の移入の是非 という難題

について明確な認識を与えるという効果 も期待できるかもしれない。

しか し、私 は、この ような文化的な自然学習 も自然科学的な理解 に裏打

ちされたものであってほ しいと願 うものである。その地域 に生息する種々
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の動物、鳥、虫それに土壌 中の微生物の相互関係、 またそれ らと植物 との

関係 をよく観察 し、それを生物学や生態学の知識でまとめあげることが大

切である。生物だけでな く、生物の総体 と地質や水循環 との関係 に眼を向

けることも大切である。さらに大切なことは、その際われわれ人間 も生態

学的共同体 の一員であるという意識 をもつことである。我々が本当に自然

の保護 を目指すのな ら、土地の利用 に関わる制度のすべてを生態系全体 に

配慮 した ものへ と変えていかなければならない。そのためには、 自然物相

互の関係性を学問的にも正確 に理解する必要がある。

(2)自 然調査の担い手

しか しなが ら、人々に自然科学的な知識 を提供するには、 まずは当該地

域の 自然を十分に調査することが必要である。自然科学的知識 というのは、

図鑑や学術書に書かれた事柄 だけを言 うのではない。ある昆虫が何 を食草

としているか ということも、当該地域で実際に調査 した結果で語るべ きも

のである。つま り、書物から学ぶ知識の有用性 を否定するわけではないが、

それを当該地域における現実 と照 らし合わせ られるように しておかなけれ

ば実践の役 には立たないということである。

そうした地域の 自然調査 は、開発行為 をした り条例 を作 った りする際に

準備作業 として行 う程度では十分ではない。本来常 日頃か ら調査 をしてデ

ータを蓄積 してお き、必要 に応 じてそれを活用するとい うのがあるべ き姿

である。 これは私の年来の持論であるが、函館市役所での聞取 り調査で一

層その思いを強 くした。後背地の山の自然を保護 しようにも、その 自然的

価値 を示すデー タがないのである。自然保護の条例制定 を目論んで も、基

礎的な自然調査 を実施する部局が決 まらない という現実がある。これは函

館市 に限ったことではな く、おそらく志ある市町村のほとんどが同様の悩

みを抱えておられることと思 う。

そこで参考に したいのがスウェーデンのウップランド財団である。財団

の事務所のあるウプサラ市などは自らも相当の調査能力 を具 えているので
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あるが、そのウプサ ラ市 をも含む6つ の市町村 と県が資金を出 し合 ってこ

の財団を30年 間維持 してきた。私がブリュックルン ド氏 との野外調査 を終

えてウプサラ市内に戻った 日の翌 日がちょうど創立30周 年記念の祝典の日

であった。

ウ ップラン ド財団の業務 には、土地の買取 り、自然保護地域の管理、伝

統的な農業形態 を維持するための農業者補助 など、かな りの資金 を要する

ものが含 まれている。 もちろん環境庁な どか ら補助金が降 りているのは事

実であるが、母体の市町村 もそれぞれ相当の額 を支出 しているはずである。

そうすることについて住民の合意がある ということ自体が、 とりもなお さ

ず賛嘆に値することではないだろうか。

しか し、ウップランド財団で素晴 らしいのは、何 と言って もその専 門能

力であろう。9人 ほどの専属 メンバーも、それぞれ何 らかの専門能力を身に

つけていて、調査 プロジェク トの リーダーシップが とれる人たちである。

その彼 らが、さらに多 くの専門家 と共同して、計画的に調査を進めている。

ウプサラ市内にあるスウェーデン農業大学の研究者や、 ウプサ ラ市の専門

職員 らとの合同プロジェク トも企画 されている。また、わが友 ブリュック

ルン ド氏のような在野の研究者 も参加 している。ブリュックルン ド氏のこ

とで注意 していただ きたいのであるが、彼 は蝶 と蛾だけ しか担当 していな

い。昆虫で も甲虫などは他の人が調べているはずであるから、その他の分

野の調査員 も合 わせると相当数の専門家が財団の活動に関わっているもの

と推測されるのである。

わが国で も、有能な自然研究家が市井 に埋 もれて活動 していることは疑

うべ くもない。昆虫学などはむ しろそうした人々の精力的な活動 によって

支えられて きた面がある。 しか し、必ず しもそ うした人々の知識が公共的

な意思決定 に活か されているとは言 えない。むしろ活かされていないこと

が多い と思 う。そこで函館市では、市井の研究者の知識 をインターネ ット

でつなごうとされている。た しかにそれ も有効 には違いない。 しか し、や

は り研究者が実際 に共同 して活動で きる組織 と、活動の成果 を蓄積する態
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勢 が欲 しいところである。 しか し、その ような仕組みを作 ることは市町村

単独では困難であろ う。はた して、わが国ではどのような組織形態が相応

しいのであろうか。今回の訪問調査 の結果を最大限 に活用 して、さらに考

察 を深めてい きたい と思 う。
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